
いしなぐ福祉会

（単位：円）

場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

現金預金

現金預金 普通預金　沖縄海邦銀行他 運転資金として 87,287,540

事業未収金 ２月～３月分介護報酬等 運転資金として 34,376,080

未収金 ３月分職員等給食費他 職員給食費として 275,129

商品・製品 木工製品、さをり織り製品 就労支援事業用 435,137

仕掛品 木工製品、さをり織り製品 就労支援事業用 354,702

原材料 木工製品、さをり織り製品 就労支援事業用 33,712

0 0 122,762,300

土地 名護市字為又634番地１ 第二種社会福祉事業として 20,357,143

建物 名護市字為又634番地１ 2014年度 第二種社会福祉事業として 47,040,908 10,427,391 36,613,517

建物 名護市字為又634番地１ 2014年度 第二種社会福祉事業として 26,967,302 5,537,280 21,430,022

建物 名護市字宇茂佐804番地２ 1987年度 第二種社会福祉事業として 91,070,000 78,235,044 12,834,956

建物 名護市字宇茂佐804番地２ 1992年度 第二種社会福祉事業として 30,179,000 23,528,280 6,650,720

小計 77,529,215

建物附属設備 空調・変電設備 2000年度 いしなぐ（多機能型事業）の施設で使用 16,550,000 16,549,999 1

基本財産特定預金 定期預金　琉球銀行 運転資金として 1,000,000

211,807,210 134,277,994 98,886,359

構築物 車庫他 車輛、トラクターの収納のため 16,134,807 15,195,358 939,449

車輌運搬具 トヨタハイエース他 利用者送迎用、外勤作業用 29,393,858 26,820,047 2,573,811

器具及び備品 パソコン他 施設整備として 13,949,828 12,164,675 1,785,153

権利 電話加入権 事務連絡用 1,244,968 873,688 371,280

退職給付引当資産 沖縄県社会福祉事業共済会 退職金のため 6,367,360

人件費積立金積立資産 人件費積立金 職員増や賃金増のため 19,100,000

修繕積立金積立資産 修繕積立金 建物や室内及びその他の修繕等のため 10,500,000

備品等購入積立金積立資産 備品等購入積立金 備品等購入のため 10,500,000

未収人件費積立金積立資産 人件費積立金 職員増や賃金増のため 1,000,000

未収修繕積立金積立資産 修繕積立金 建物や室内及びその他の修繕等のため 1,000,000

未収備品等購入積立金積立資産 備品等購入積立金 備品等購入のため 1,000,000

60,723,461 55,053,768 55,137,053

272,530,671 189,331,762 154,023,412

272,530,671 189,331,762 276,785,712

事業未払金 ３月分水道光熱費他 13,814,053

職員預り金 ３月分源泉所得税他 1,344,721

0 0 15,158,774

退職給付引当金 沖縄県社会福祉事業共済会 6,367,360

0 0 6,367,360

0 0 21,526,134

272,530,671 189,331,762 255,259,578

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

財　　　　　産　　　　　目　　　　　録

貸借対照表科目

令和6年3月31日現在

流動負債合計

　２　固定負債

固定負債合計

負債合計

差引純資産

流動資産合計

　２　固定資産

　（１）　基本財産

基本財産合計

　（２）　その他の固定資産

その他の固定資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債
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いしなぐ福祉会

（単位：円）

場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

財　　　　　産　　　　　目　　　　　録

貸借対照表科目

令和6年3月31日現在

（記載上の留意事項）

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔に記載する。

なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・「貸借対照表価額」欄は、「取得価額」欄と「減価償却累計額」欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ「取得年度」欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。

また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輛運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輛番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。
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